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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
液状の分散媒に液状又は固体状の分散質が分散した分散液の調製後に前記分散質の凝集体
を前記分散媒中で形成してなる試料液を用いて前記分散液の安定性を評価する方法であっ
て、
　前記試料液中の凝集体は、前記分散液中の分散質を遠心分離することのみで形成される
とともに再分散可能なものであり、
　前記方法は、
　前記凝集体を形成する分散質が前記分散媒中に分散される分散段階と、
　同分散段階によって分散した分散質の量が計測される計測段階とを含み、
　前記計測段階は、
　前記分散段階で分散した分散質の量を前記分散液中の分散質の全体量に対する比率とし
て算出するとともに、前記比率の経時変化を計測した計測値の変化量から分散速度を算出
し、
　複数種の前記試料液について、前記分散速度により前記凝集体の凝集の度合いを定量的
に示すことで、複数種の前記分散液の安定性を比較して評価することを特徴とする分散液
の安定性評価方法。
【請求項２】
前記分散段階が、前記試料液の外部から前記試料液に振動を伝播することにより実施され
ることを特徴とする請求項１に記載の分散液の安定性評価方法。
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【請求項３】
前記振動の波形が、正弦波であることを特徴とする請求項２に記載の分散液の安定性評価
方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、分散液の安定性評価方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　液状の分散媒に液状又は固体状の分散質が分散してなる分散液は、例えば食品、飲料、
化粧品、塗料、燃料、医薬品等の各製品に利用されている。こうした各製品の品質を確保
するには、分散液の安定性が重要な要素となる。例えば特許文献１では、鉱油中にアスフ
ァルテンが分散した分散液の濁度と、その分散液を遠心分離した後の試料液の濁度とを比
較することで、分散液の安定性が評価されている。特許文献２では、粒子の分散体を含む
試料の安定性を評価する方法として、分散体中に含まれる粒子を塊状化させるとともに塊
状化した粒子の増加量を検出する方法が提案されている。特許文献３では、保存後のミル
ク紅茶を揺らした際の状態について目視で観察することで、ミルク紅茶に含まれるクリー
ムの再分散性が評価されている。特許文献４では、水性懸濁点眼剤において、沈降してい
る薬物の再分散性が評価されている。具体的には、水性懸濁点眼剤を入れた容器を回転さ
せることにより、薬物を均一に再分散させている。このとき、薬物を均一に再分散させる
ことのできる回転数を測定することで薬物の再分散性が評価されている。
【特許文献１】特公平０５－０６１３２０号公報
【特許文献２】特表２００６－５２７８５４号公報
【特許文献３】特開２００２－１２５５８８号公報
【特許文献４】特公平０７－０９６４９５号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００３】
　ところで、分散液の良否を解析する技術は、分散液を利用した製品の開発期間を短縮す
るとともに品質の安定化を図るという観点から重要である。特に、分散液中で形成される
凝集体の状態は、分散液の分散状態と深く関係するとともに分散液を利用した製品の品質
において重要な要素となり得る。しかしながら、凝集体の状態を定量的に解析する技術、
及び凝集体の状態に基づいた定量的な評価技術について実用的な提案がなされていないの
が実情である。
【０００４】
　上記特許文献１の方法では、分散媒と分散質の密度差により生じる分離（沈降）の起こ
り易さについての知見は得られるものの、分散質で形成される凝集体の状態について何ら
知見が得られない。特許文献２の方法では、粒子の凝集し易さについての知見は得られる
ものの、分散質で形成された凝集体の状態について何ら知見が得られない。特許文献３は
、特定の分散液についての目視で観察しているものの、分散質を視認することの困難な分
散液に対しては適切な評価が難しいという問題がある。また、目視による判断は、製品開
発において望まれる定量的な解析技術、又は、製品の品質を決定づける解析技術としては
不適切となるおそれがある。特許文献４は、再分散性を回転数により数値化しているもの
の、均一に分散した状態を目視で判断しているため、上記同様に解析技術としては不適切
となるおそれがある。
【０００５】
　本発明は、分散液中において分散質の凝集体の状態を定量的に解析する方法を見出すこ
とでなされたものである。本発明の目的は、分散液の安定性を定量的に評価することので
きる分散液の安定性評価方法を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
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【０００６】
　上記の目的を達成するために、請求項１に記載の発明の分散液の安定性評価方法は、液
状の分散媒に液状又は固体状の分散質が分散した分散液の調製後に前記分散質の凝集体を
前記分散媒中で形成してなる試料液を用いて前記分散液の安定性を評価する方法であって
、前記試料液中の凝集体は、前記分散液中の分散質を遠心分離することのみで形成される
とともに再分散可能なものであり、前記方法は、前記凝集体を形成する分散質が前記分散
媒中に分散される分散段階と、同分散段階によって分散した分散質の量が計測される計測
段階とを含み、前記計測段階は、前記分散段階で分散した分散質の量を前記分散液中の分
散質の全体量に対する比率として算出するとともに、前記比率の経時変化を計測した計測
値の変化量から分散速度を算出し、複数種の前記試料液について、前記分散速度により前
記凝集体の凝集の度合いを定量的に示すことで、複数種の前記分散液の安定性を比較して
評価することを要旨とする。
【０００７】
　この方法によれば、凝集体から分散した分散質の量が計測されるため、その計測された
計測値により、凝集体の凝集の度合いが定量的に示される。さらに、凝集体から分散した
分散質の量を経時的に複数点計測し、それら計測値の変化量から算出される分散速度によ
り、凝集体の凝集の度合いを定量的に示すことができる。
　また、分散液中における分散質の濃度が異なったとしても、凝集体の凝集の度合いに基
づいた指標を得ることができる。
　また、この方法で用いる試料液は、前記分散液中の分散質を遠心分離することで調製さ
れたものである。これにより、凝集体を形成する条件設定が容易となるため、計測段階で
計測される計測値の再現性を更に高めることが容易である。なお、遠心分離は、分散液に
重力加速度よりも大きい加速度を与えることにより、分散質の粒子同士を接近又は接触さ
せる操作をいう。
【０００８】
　請求項２に記載の発明は、請求項１に記載の分散液の安定性評価方法において、前記分
散段階が、前記試料液の外部から前記試料液に振動を伝播することにより実施されること
を要旨とする。
【０００９】
　ここで、分散媒を例えば回転子により機械的に撹拌したり、分散媒を部分的に加温する
ことで対流させたりすることで分散質を分散させる場合、分散質を分散させるためのエネ
ルギーが凝集体に対して均等に加わり難く、また試料液である分散系自体の性質に影響を
与えるおそれがある。この点、試料液の外部から同試料液に振動を伝播する方法によれば
、凝集体に一定のエネルギーを与えることが容易であるとともに、試料液である分散系自
体の性質に影響を与え難いため、計測段階で計測される計測値の再現性を高めることが容
易であるとともに、分散質の分散状態を的確に解析することが可能となる。
【００１０】
　請求項３に記載の発明は、請求項２に記載の分散液の安定性評価方法において、前記振
動の波形が、正弦波であることを要旨とする。
　この方法によれば、計測段階で計測される計測値の再現性を更に高めることが容易であ
る。
【発明の効果】
【００１９】
　本発明によれば、分散液の安定性を定量的に評価することのできる分散液の安定性評価
方法を提供することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２０】
　以下、本発明を具体化した実施形態を図１～図３に従って詳細に説明する。
　＜解析方法＞
　本実施形態の分散液の解析方法は、分散液から調製される試料液を用いて解析する。図



(4) JP 5554905 B2 2014.7.23

10

20

30

40

50

１（ａ）及び図２（ａ）に示されるように分散液１１は、液状の分散媒１２に液状又は固
体状の分散質１３が分散されて構成される。図１（ｂ）及び図２（ｂ）に示される試料液
１４は、分散質１３の凝集体１５を分散媒１２中で形成させることで調製される。
【００２１】
　分散液１１の解析方法は、凝集体１５を形成する分散質１３が分散媒１２中に分散され
る分散段階と、その分散段階によって分散した分散質１３の量が計測される計測段階とを
実施する。
【００２２】
　（分散液）
　分散液１１の形態としては、エマルション（乳濁液、乳化液又は乳液）及びサスペンシ
ョン（懸濁液）に分類される。エマルションは、液状の分散媒１２中に液状の分散質１３
が微小な液滴粒子として分散している分散系である。エマルションとしては、例えばＯ／
Ｗ型エマルション、Ｗ／Ｏ型エマルション、Ｏ／Ｗ／Ｏ型エマルション、Ｗ／Ｏ／Ｗ型エ
マルション等が挙げられる。こうしたエマルションは、一般に乳化剤を含有させることに
より形成される。
【００２３】
　エマルションは、例えば食品、飲料、化粧品、燃料、医薬品、接着剤等の様々な分野で
利用されている。こうしたエマルションの安定性は、例えば乳化剤の選択、乳化方法等に
より異なる。
【００２４】
　サスペンションは、液状の分散媒１２中に固体状の分散質１３が微粒子として分散して
いる分散系である。微粒子としては、例えば金属、セラミック、粘土等の無機材料からな
る微粒子、合成樹脂、ゴム等の有機材料からなる微粒子が挙げられる。このようなサスペ
ンションは、例えば食品、飲料、化粧品、燃料、医薬品、塗料、インク、接着剤、樹脂用
フィラー等の様々な分野で利用されている。
【００２５】
　分散媒１２は、水系分散媒でもよいし、油系分散媒であってもよい。分散質１３は、水
系分散質であってもよいし、油系分散質であってもよい。分散媒１２及び分散質１３は、
単独種であってもよいし、複数種であってもよい。本実施形態の解析方法では、分散液１
１の色調は特に限定されない。
【００２６】
　このような分散液１１の分散状態は、例えば、分散液１１を利用した製品の保存時又は
使用時の安定性、分散質１３により発揮される機能性等に影響を与えるため、分散液１１
を利用した製品の品質上、極めて重要である。
【００２７】
　（試料液）
　図１（ｂ）及び図２（ｂ）に示されるように、試料液１４の分散媒１２中には、凝集（
agglomeration）した分散質１３である凝集体１５が存在する。この凝集体１５は分散段
階において再分散可能な凝集体１５であって、凝集体１５の状態としては凝集（agglomer
ation）した状態及び軟凝集（flocculation）した状態が挙げられる。なお、試料液１４
中には、分散質１３の粒子が凝結（aggregation）した凝結体、及び凝固（coagulation）
した凝固体の少なくとも一方を含んでいてもよい。
【００２８】
　図１（ｂ）には、分散質１３が浮上して凝集体１５を形成している態様を示している。
図２（ｂ）には、分散質１３が沈殿して凝集体１５を形成している態様を示している。こ
のような凝集は、分散質１３の粒子間の斥力よりも粒子間の引力が強くなる状態となった
ときに生じる。ここで、分散質１３の分散形態としては、例えば帯電した粒子の電気的な
反発力によって分散する形態、分散質１３の粒子に吸着した高分子の立体的な反発力によ
って分散する形態等が挙げられる。電気的な反発力によって分散する形態において、凝集
体１５は、分散液１１のｐＨの調整、分散液１１の電解質濃度の調整等により、分散質１
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３の粒子の表面電荷を打ち消すことで形成される。立体的な反発力によって分散する形態
において、凝集体１５は、例えば温度変化等により形成される。また、このような分散形
態のいずれにおいても、分散液１１中の分散質１３を遠心分離することにより凝集体１５
を形成することができる。凝集体１５の形成は、単独の方法で実施してもよいし、複数種
の方法を組み合わせて実施してもよい。
【００２９】
　分散液１１中の分散質１３を遠心分離することで凝集体１５を形成する方法は、凝集体
１５を形成する条件設定が容易であるという観点から好ましい。また同方法では、分散液
１１において、凝集体１５の形成以外の組成変化が極力回避される。
【００３０】
　図１（ｂ）及び図２（ｂ）に示されるように、凝集体１５が形成されることで、試料液
１４には分散質１３が高濃度となる高濃度領域１４ａと、その高濃度領域１４ａに対して
分散質１３が低濃度となる低濃度領域１４ｂとが形成されている。
【００３１】
　（分散段階）
　分散段階では、図１（ｃ）及び図２（ｃ）に示されるように試料液１４中において凝集
体１５を形成する分散質１３が分散される。これにより、高濃度領域１４ａにおける分散
質１３の濃度が低下するとともに低濃度領域１４ｂにおける分散質１３の濃度が高まる。
【００３２】
　分散方法としては、例えば試料液１４の外部からその試料液１４に振動を伝播する方法
、試料液１４に温度勾配を生じさせることでマランゴニ対流を発生させる方法、遠心力を
用いて疑似重力を発生させることで自然対流を発生させる方法、撹拌機に備えられた回転
子又は撹拌棒により試料液１４を撹拌する方法等が挙げられる。分散段階は、単独の分散
方法で実施してもよいし、複数の分散方法を組み合わせて実施してもよい。
【００３３】
　これらの分散方法の中でも、凝集体１５に一定のエネルギーを与えることが容易である
という観点から、試料液１４の外部から同試料液１４に振動を伝播する方法が好ましい。
この方法では、凝集体１５に振動エネルギーが印加されることで、分散質１３の粒子運動
が活発化される結果、凝集体１５を形成していた分散質１３が再び分散される。こうした
方法によれば、凝集体１５に一定のエネルギーを与えることで、分散時間と分散量との関
係において直線の関係式が得られ易くなり、凝集体１５の状態を示す指標としてより的確
なものとなり得る。
【００３４】
　試料液１４に振動を伝播する方法としては、例えば加振機の振動を試料液１４に伝播さ
せる方法、音波、超音波、低周波、電磁波等の波動により試料液１４に振動を伝播させる
方法等が挙げられる。試料液１４に伝播される振動の波形としては正弦波、ランダム波等
が挙げられる。例えば、発信機より入力される波形により正弦波振動の出力を行う電磁式
加振装置等を用いることにより、試料液１４に正弦波振動を伝播させることができる。試
料液１４に伝播される波形は、凝集体１５に一定のエネルギーを与えることが更に容易で
あるという観点から、正弦波であることが好ましい。
【００３５】
　加振機の一種であるボルテックスミキサーは、ミキサーの回転により試料液１４の外部
から振動を伝播させることで、凝集体１５を分散させることができる。このように試料液
１４の外部から振動を伝播させる方法によれば、凝集体１５に所定のエネルギーを速やか
に与えることが容易である。
【００３６】
　また、波動により試料液１４に振動を伝播させる方法では、波動発生源と非接触の状態
で、容器内の試料液１４に振動を伝播させることができる。
　こうした分散段階では、凝集体１５において凝集の度合いが小さければ小さいほど、分
散され易くなる。例えば、軟凝集（flocculation）した状態は、凝集（agglomeration）
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した状態よりも凝集の度合いが小さい。すなわち、軟凝集（flocculation）した状態は、
凝集（agglomeration）した状態よりも分散質１３の粒子間に生じる引力が弱いため、分
散段階において分散され易くなる。また、外観上では凝集（agglomeration）した状態又
は軟凝集（flocculation）した状態であっても、粒子間に働く引力（凝集力）には差異が
ある。このような凝集力の差異は、分散段階において凝集体１５を構成する分散質１３の
分散し易さとして発現される。
【００３７】
　（計測段階）
　計測段階では、分散段階によって分散した分散質１３の量が計測される。例えば、分散
質１３の種類が同一であり、且つ、分散状態の異なる複数種の分散液１１を用いて、同じ
条件で調製した複数種の試料液１４では、凝集体１５の凝集力が異なっていると推測され
る。このような凝集力の差異は、複数種の試料液１４について、分散段階及び計測段階の
条件を同じ条件として計測値を取得することで確認できるようになる。すなわち、各計測
値は各試料液１４で形成された凝集体１５について凝集の度合いを表す定量的な指標とな
る。
【００３８】
　計測値は、分散質１３の量を間接的に測定した測定値であってもよいし、基準となる分
散液１１の測定値から分散質１３の量を換算した換算値であってもよい。
　計測段階では、分散段階で分散した分散質の量が分散液中の分散質の全体量に対する比
率として算出されるとともに、その比率の経時変化が計測されることが好ましい。このよ
うな経時変化が計測されることで、分散液１１中における分散質の濃度が異なったとして
も、凝集体１５の凝集の度合いに基づいた指標を得ることができる。
【００３９】
　上記比率の経時変化は、分散液１１中における分散質１３の濃度に依存せずに、粒子間
の凝集力が弱いほど大きくなると考えられる。このため、上記比率の経時変化は、凝集体
１５について凝集の度合いを示す定量的な指標として好適である。
【００４０】
　計測段階における分散質１３の量は、例えば吸光度、透過光、反射光、蛍光、誘電率、
導電率、糖度、示差屈折率等の測定手段により間接的に計測することができる。この測定
手段は、単独種を適用してもよいし、複数種を組み合わせて適用してもよい。
【００４１】
　＜安定性評価方法＞
　本実施形態の安定性評価方法は、上記計測段階の計測値に基づいて分散液１１の安定性
が評価される。例えば複数の分散液１１についての安定性を比較する評価の場合には、各
分散液１１の計測値を比較することにより、各分散液１１の安定性の優劣を定量的に評価
することができる。また例えば、分散液１１の安定性について合否を決定づける評価の場
合には、合格基準となる分散液１１の計測値を基準値とし、その基準値と評価対象の分散
液１１の計測値とを比較するようにしてもよい。このような安定性の評価は、粒子間の凝
集力に基づいて評価されると考えられる。そして、計測値による定量的な評価であるため
、例えば製品の品質基準を決定づける評価方法として有効である。
【００４２】
　＜解析装置＞
　分散液１１の解析装置は、上記試料液１４を用いて分散液１１を解析する装置である。
この解析装置は、上記解析方法を実施する。すなわち、解析装置は、凝集体１５を形成す
る分散質１３が分散媒１２中に分散される分散手段と、分散手段によって分散した分散質
１３の量が計測される計測手段とを備えている。本実施形態の解析装置は、図３に示すよ
うに、試料液１４の外部から音波を伝播させるスピーカ２１と、試料液１４の低濃度領域
１４ｂにおける吸光度を測定する分光光度計２２と、それらスピーカ２１及び分光光度計
２２を制御するコンピュータ２３とを備えている。スピーカ２１はコンピュータ２３とと
もに分散手段を構成している。分光光度計２２はコンピュータ２３とともに計測手段を構
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成している。コンピュータ２３には、制御手段（ＣＰＵ）、記憶手段（ＲＡＭ、ＲＯＭ等
）等が内蔵されている。このコンピュータ２３にはスピーカ２１及び分光光度計２２が電
気的に接続されている。
【００４３】
　試料液１４中の凝集体１５は、スピーカ２１からの音波が試料液１４に伝播することで
徐々に分散する。このスピーカ２１から発せられる音波の波形は、正弦波であり、その振
動数はキーボード、マウス等の入力手段（図示省略）からコンピュータ２３に入力するこ
とで設定できるようになっている。このスピーカ２１により試料液１４に振動を所定時間
伝播させた後、分散された分散質１３の量は、分光光度計２２により測定される。具体的
には、試料液１４を透過した単色光が検出器で検出された後、その検出信号は、増幅器、
Ａ／Ｄ変換器等を通じてコンピュータ２３に出力される。コンピュータ２３により試料液
１４についての吸光度が算出され、その算出結果は分散質１３の量を計測した計測値とし
てディスプレイ（図示省略）に表示されるようになっている。
【００４４】
　また、吸光度の測定が複数回実施された際には、複数の計測値がコンピュータ２３に内
蔵される記憶手段に記憶されるようになっている。さらに、このコンピュータ２３は、キ
ーボードから分散時間を入力することで分散時間に対する計測値の変化をグラフ化するこ
とのできるプログラムが実行されるようになっている。
【００４５】
　なお、本実施形態のスピーカ２１は、上記分散段階に記載の分散方法に応じて変更する
ことができる。すなわち、スピーカ２１を、例えば加熱機、ターンテーブル、回転子又は
撹拌棒を備えた撹拌機、加振機、超音波発生機、電磁波発生機等の分散手段に変更するこ
ともできる。本実施形態の分光光度計２２では、吸光度を測定しているが、例えば透過光
を測定してもよい。また、分光光度計２２は、上記計測段階に記載の測定手段に応じて変
更することもできる。分光光度計２２を、例えば反射式光度計、蛍光光度計、誘電率計、
導電率計、糖度計、示差屈折率計等に変更することもできる。
【００４６】
　＜安定性評価装置＞
　分散液１１の安定性評価装置は、上記試料液１４を用いて分散液１１の安定性を評価す
る装置である。この安定性評価装置は、上記安定性評価方法を実施する。すなわち、安定
性評価装置は、凝集体１５を形成する分散質１３が分散媒１２中に分散される分散手段と
、分散手段によって分散した分散質１３の量が計測される計測手段とを備えている。この
計測手段の計測値に基づいて分散液１１の安定性が評価される。安定性評価装置について
は、上記解析装置と異なる点を中心に説明する。
【００４７】
　本実施形態の安定性評価装置は、複数の計測値がコンピュータ２３に内蔵される記憶手
段に記憶されるようになっているため、各分散液１１の計測値を比較することにより、各
分散液１１の安定性の優劣を定量的に評価することができる。また、記憶手段には合格基
準となる分散液１１の計測値を基準値として記憶されており、その基準値と評価対象の分
散液１１の計測値とを比較できるようになっている。
【００４８】
　本実施形態によって発揮される効果について、以下に記載する。
　（１）分散段階では、凝集体１５を形成する分散質１３が分散媒１２中に分散される。
そして計測段階では、分散段階によって分散した分散質１３の量が計測されるため、その
計測された計測値により、凝集体１５の凝集の度合いが定量的に示される。従って、凝集
体１５の状態を定量的に解析することができる。また、凝集体１５から分散した分散質１
３の量を経時的に複数点計測することもできるため、それら計測値の変化量から算出され
る分散速度により、凝集体１５の凝集の度合いを定量的に示すこともできる。
【００４９】
　こうした解析により、分散媒１２の粒子が軟凝集から凝集へ移行して、最終的には再分
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散不能な凝結又は凝固へ移行する際の、分散液１１の条件についての知見を得ることがで
きる。従って、例えば分散安定性の良好な分散液１１の組成、分散安定性の良好な分散液
１１の製造条件、保存条件、使用条件等を決定づけることができるようになる。これによ
り、分散液１１を利用した製品について、例えば組成を変更した際においても、品質が維
持されるか否かの判断の指標として適するため、製品の品質を評価するに際して利用価値
が極めて高い。
【００５０】
　また、軟凝集した状態を積極的に生じさせることで、機能性を発現させたい場合には、
上記解析により、軟凝集の生じ易い分散液１１の組成、軟凝集の生じ易い分散液１１の製
造条件、保存条件、使用条件等を決定づけることができるようになる。
【００５１】
　（２）計測段階では、分散段階によって分散した分散質１３の量が計測されるため、外
観上の判断に依存せずに客観的な数値として解析することができる。また、例えば分散媒
１２に着色物質が溶解している等、分散液１１が着色されている場合であっても、計測段
階において測定手段を適宜選択することで定量的な解析ができるようになる。このように
本実施形態の解析方法は、分散液１１を解析するに際して分散液１１の性状によって制限
を受け難いため、分散液１１を利用した各種製品の解析に適用することも可能である。
【００５２】
　（３）分散媒１２を例えば回転子により機械的に撹拌したり、分散媒１２を部分的に加
温することで対流させたりすることで分散質１３を分散させる場合、分散質１３を分散さ
せるためのエネルギーが凝集体１５に対して均等に加わり難くなる。
【００５３】
　また、回転子により機械的に撹拌した場合、撹拌子に分散質１３が吸着することで計測
値にばらつきが生じるおそれがある。また、分散媒１２を加温した場合、分散質１３の分
散安定性に影響を与えるおそれがある。
【００５４】
　これに対して、試料液１４の外部から同試料液１４に振動を伝播する方法によれば、凝
集体１５に一定のエネルギーを与えることが容易であるとともに、試料液１４である分散
系自体の性質に影響を与え難いため、計測段階で計測される計測値の再現性を高めること
が容易であるとともに、分散質１３の分散状態を的確に解析することが可能となる。
【００５５】
　（４）試料液１４の外部から試料液１４に伝播させる振動の波形は、正弦波であること
が好ましい。この場合、例えば一定の周波数の正弦波を試料液に伝播させることで、分散
段階の条件のばらつきが低減されるようになる。したがって、計測段階で計測される計測
値の再現性を更に高めることが容易である。
【００５６】
　（５）計測段階では、分散段階で分散した分散質１３の量が分散液１１中の分散質１３
の全体量に対する比率として算出されるとともに、その比率の経時変化が計測されること
が好ましい。このような経時変化が計測されることで、分散液１１中における分散質１３
の濃度が異なったとしても、凝集体１５の凝集の度合いに基づいた指標を得ることができ
る。すなわち、こうした指標は、凝集体１５について凝集の度合いを示す定量的な指標と
して好適である。
【００５７】
　（６）試料液１４は、分散液１１中の分散質１３を遠心分離することで調製されること
が好ましい。この場合、凝集体１５を形成する条件設定が容易となる。また、分散液１１
において、凝集体１５の形成以外の組成変化が極力回避されるため、計測値のばらつきを
生じる要因を極力排除した結果が得られるようになる。従って、計測段階で計測される計
測値の再現性を更に高めることが容易である。
【００５８】
　（７）本実施形態の解析装置では、分散手段によって分散した分散質１３の量が計測手
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段により計測される。ここで、分散手段では凝集体１５を形成する分散質１３を分散して
いるため、計測手段の計測値により、凝集体１５の凝集の度合いが定量的に示される。従
って、上記（１）及び（２）で述べた作用効果が得られる。
【００５９】
　（８）本実施形態の安定性評価方法及び安定性評価装置では、凝集体１５から分散した
分散質１３の量が計測されるため、その計測された計測値により、凝集体１５の凝集の度
合いが定量的に示される。この計測値に基づいて分散液１１の安定性が評価されるため、
その評価結果は定量的に示される。このように凝集体１５の凝集の度合いに基づいて安定
性を定量的に評価することのできる評価方法及び評価装置が提供される。
　前記実施形態から把握される技術的思想について以下に記載する。
　・液状の分散媒に液状又は固体状の分散質が分散した分散液の調製後に前記分散質の凝
集体を前記分散媒中で形成してなる試料液を用いて前記分散液を解析する装置であって、
前記凝集体を形成する分散質が前記分散媒中に分散される分散手段と、同分散手段によっ
て分散した分散質の量が計測される計測手段とを備える分散液の解析装置。
　この装置の構成によれば、分散手段によって分散した分散質の量が計測手段により計測
される。ここで、分散手段では凝集体を形成する分散質を分散しているため、計測手段の
計測値により、凝集体の凝集の度合いが定量的に示される。
　・液状の分散媒に液状又は固体状の分散質が分散した分散液の調製後に前記分散質の凝
集体を前記分散媒中で形成してなる試料液を用いて前記分散液の安定性を評価する装置で
あって、前記凝集体を形成する分散質が前記分散媒中に分散される分散手段と、同分散手
段によって分散した分散質の量が計測される計測手段とを備え、前記計測手段の計測値に
基づいて前記分散液の安定性が評価される分散液の安定性評価装置。
　この装置の構成によれば、凝集体から分散した分散質の量が計測されるため、その計測
された計測値により、凝集体の凝集の度合いが定量的に示される。この計測値に基づいて
分散液の安定性が評価されるため、その評価結果は定量的に示される。
【実施例】
【００６０】
　次に、実施例を挙げて前記実施形態をさらに具体的に説明する。
　（実施例１）
　＜乳化液Ａ１～Ａ３の調製＞
　０．５質量％の牛血清アルブミン（ＢＳＡ）と２．５質量％のトウモロコシ油とを、ｐ
Ｈ７．０に調整した２００ｍＭリン酸緩衝液に混合した後、ホモジナイザーで均質化処理
を行なうことにより、予備乳化液を調製した。
【００６１】
　予備乳化液２４０μＬと純水９６０μＬとをサンプルチューブに分注した後に混合する
ことで、トウモロコシ油を０．５質量％含有した乳化液Ａ１を調製した。
　また、純水５０ｍＬに対して０．１８３ｇの塩化ナトリウムを溶解した塩溶液を調製し
た後、同塩溶液９６０μＬと予備乳化液２４０μＬとから上記乳化液Ａ１と同様にして乳
化液Ａ２を調製した。乳化液Ａ２の塩濃度は、５０ｍＭである。
【００６２】
　また、純水５０ｍＬに対して０．３６６ｇの塩化ナトリウムを溶解した塩溶液を調製し
た後、同塩溶液９６０μＬと予備乳化液２４０μＬとから上記乳化液Ａ１と同様にして乳
化液Ａ３を調製した。乳化液Ａ３の塩濃度は１００ｍＭである。
【００６３】
　次いで、各乳化液Ａ１～Ａ３のサンプルチューブを、９０℃の温浴に３０分間浸漬する
ことで加熱処理した。
　＜試料液Ａ１～Ａ３の調製＞
　サンプルチューブに封入されている乳化液Ａ１～Ａ３を２０℃、１４００００×ｇ、２
０分間の条件で遠心分離することで試料液Ａ１～Ａ３を調製した。なお、各試料液に含ま
れる油滴は、浮上するとともに液面付近で凝集した状態であった。
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【００６４】
　＜油滴の分散＞
　サンプルチューブに封入されている各試料液に１００Ｈｚの振動を、１時間の条件で印
加することで、油滴を分散媒に再分散させた。振動の印加には、スピーカ（フォスター電
機株式会社製、ＧＹ－１）による正弦波の音波を用いた。
【００６５】
　＜分散量の計測＞
　分散後の各試料液をサンプルチューブからマイクロシリンジで採取した後、蒸留水によ
り２倍希釈を行った。次いで、それら希釈液について分光光度計（日立Ｕ－２０００型）
により、波長６００ｎｍの吸光度を測定した。なお、分散により増加する白色の濁度を測
定するため、波長６００ｎｍを選択している。また、上記分散を行う前の試料液の吸光度
についても別途測定した。次に、分散を行う前後の吸光度差（ΔＡｂｓ）を算出した。な
お、吸光度差（ΔＡｂｓ）の結果は、上記乳化液の調製から分散量の計測に至る一連の操
作を３回実施することで、平均値を算出した結果である。その結果を表１及び図４（ａ）
に示す。
【００６６】
【表１】

　表１及び図４（ａ）の結果から明らかなように、塩濃度と吸光度差（ΔＡｂｓ）との相
関が確認された。ここで、吸光度差（ΔＡｂｓ）は、その値が小さくなるに従って、凝集
体の凝集の度合いは高まると考えられる。このため、上記結果から、塩濃度が高まるに伴
って、凝集の度合いの高まった凝集体が形成され易いことが示される。
【００６７】
　（実施例２－１）
　＜乳化液Ａ４及びＡ５の調製＞
　乳化液Ａ４は、実施例１の乳化液Ａ１と同様に調製したものである。乳化液Ａ５は、実
施例１の乳化液Ａ３と同様に調製したものである。
【００６８】
　＜試料液Ａ４及びＡ５の調製＞
　試料液Ａ４は、乳化液Ａ４から実施例１と同様に調製したものである。乳化液Ａ５は、
乳化液Ａ５から実施例１と同様に調製したものである。
【００６９】
　＜油滴の分散＞
　サンプルチューブに封入されている各試料液に対して１００Ｈｚの振動を、２０分間の
条件で印加することで、油滴を分散媒に再分散させた。振動の印加には、スピーカ（フォ
スター電機株式会社製、ＧＹ－１）による正弦波の音波を用いた。
【００７０】
　＜分散量の計測＞
　分散後の試料液Ａ４及びＡ５をサンプルチューブからマイクロシリンジで採取した後、
蒸留水により２倍希釈を行った。次いで、それら希釈液について分光光度計（日立Ｕ－２
０００型）により、波長６００ｎｍの吸光度を測定した。また、上記分散を行う前の試料
液の吸光度についても別途測定した。なお、吸光度の結果は、上記乳化液の調製から分散
量の計測に至る一連の操作を３回実施することで、平均値を算出した結果である。その結
果を表２及び図４（ｂ）に示す。
【００７１】
　（実施例２－２）
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　実施例２－２においては、油滴の分散の条件を２０分から４０分に変更した以外は、実
施例２－１と同様にして分散量を計測した。その結果を表２及び図４（ｂ）に示す。
【００７２】
　（実施例２－３）
　実施例２－３においては、油滴の分散の条件を２０分から６０分に変更した以外は、実
施例２－１と同様にして分散量を計測した。その結果を表２及び図４（ｂ）に示す。
【００７３】
【表２】

　表２及び図４（ｂ）の結果から明らかなように、分散時間の延長に伴って吸光度が高ま
ることが確認された。図４（ｂ）を参照すると、分散時間と吸光度は分散時間が４０分に
至る範囲において略正比例していることがわかる。従って、例えば線形近似により直線の
傾きを求めることで、凝集の度合い及び分散液の安定性を評価できることがわかる。
【００７４】
　（実施例３－１）
　＜乳化液Ａ６及びＡ７の調製＞
　乳化液Ａ６は、実施例１の乳化液Ａ１と同様にして調製したものである。乳化液Ａ７は
、実施例１の乳化液Ａ３と同様にして調製したものである。
【００７５】
　＜試料液Ａ６及びＡ７の調製＞
　試料液Ａ６は、乳化液Ａ６から実施例１と同様に調製したものである。試料液Ａ７は、
乳化液Ａ７から実施例１と同様に調製したものである。
【００７６】
　＜油滴の分散＞
　サンプルチューブに封入されている各試料液に対してボルテックスミキサーの回転振動
を１分間印加し、油滴を分散媒に再分散させた。
【００７７】
　＜分散量の計測＞
　分散後の各試料液をサンプルチューブからマイクロシリンジで採取した後、蒸留水によ
り８倍希釈を行った。次いで、それら希釈液について分光光度計（日立Ｕ－２０００型）
により、波長６００ｎｍの吸光度を測定した。また、上記分散を行う前の試料液の吸光度
についても別途測定した。なお、吸光度の結果は、上記乳化液の調製から分散量の計測に
至る一連の操作を３回実施することで、平均値を算出した結果である。その結果を表３及
び図３に示す。
【００７８】
　（実施例３－２）
　実施例３－２においては、油滴の分散の条件を１分から２分に変更した以外は、実施例
３－１と同様にして分散量を計測した。その結果を表３及び図５（ａ）に示す。
【００７９】
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【表３】

　表３及び図５（ａ）の結果から明らかなように、分散時間の延長に伴って吸光度が高ま
ることが確認された。
【００８０】
　（実施例４－１）
　＜乳化液Ａ８及びＡ９の調製＞
　乳化液Ａ８は、実施例１の乳化液Ａ１と同様にして調製したものである。乳化液Ａ９は
、実施例１の乳化液Ａ３と同様にして調製したものである。
【００８１】
　＜試料液Ａ８及びＡ９の調製＞
　サンプルチューブに封入されている乳化液Ａ８及びＡ９を２０℃、１２０００×ｇ、３
０分間の条件で遠心分離することで試料液Ａ８及びＡ９を調製した。なお、各試料液に含
まれる油滴は、浮上するとともに液面付近で凝集した状態であった。
【００８２】
　＜油滴の分散＞
　サンプルチューブに封入されている各試料液に対してボルテックスミキサーの回転振動
を１分間印加し、油滴を分散媒に再分散させた。
【００８３】
　＜分散量の計測＞
　分散後の各試料液をサンプルチューブからマイクロシリンジで採取した後、蒸留水によ
り３倍希釈を行った。次いで、それら希釈液について分光光度計（日立Ｕ－２０００型）
により、波長６００ｎｍの吸光度を測定した。また、上記分散を行う前の試料液の吸光度
についても別途測定した。なお、吸光度の結果は、上記乳化液の調製から分散量の計測に
至る一連の操作を３回実施することで、平均値を算出した結果である。その結果を表４及
び図５（ｂ）に示す。
【００８４】
　（実施例４－２）
　実施例４－２においては、油滴の分散の条件を１分から２分に変更した以外は、実施例
４－１と同様にして分散量を計測した。その結果を表４及び図５（ｂ）に示す。
【００８５】
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【表４】

　表４及び図５（ｂ）の結果から明らかなように、分散時間の延長に伴って吸光度が高ま
ることが確認された。
【００８６】
　（実施例５）
　＜乳化液Ａ１０及びＡ１１の調製＞
　実施例５においては、予備乳化液を実施例１と同様にして調製した。予備乳化液５０ｍ
Ｌと純水２００ｍＬとを５００ｍＬ容量の遠沈管に分注した後に混合することで、乳化液
Ａ１０を調製した。
【００８７】
　また、純水２００ｍＬに対して１．４６３ｇの塩化ナトリウムを溶解した塩溶液を調整
した後、同塩溶液２００ｍＬと予備乳化液５０ｍＬとから上記乳化液Ａ１０と同様にして
乳化液Ａ１１を調製した。乳化液Ａ１１の塩濃度は、１００ｍＭである。
【００８８】
　次いで、各乳化液Ａ１０及びＡ１１の遠沈管を、９０℃の温浴に３０分間浸漬すること
で加熱処理した。
　＜試料液Ａ１０及びＡ１１の調製＞
　遠沈管に封入されている乳化液Ａ１０及びＡ１１を２０℃、１２０００×ｇ、３０分間
の条件で遠心分離することで試料液Ａ１０及びＡ１１を調製した。なお、各試料液に含ま
れる油滴は、浮上するとともに液面付近で凝集した状態であった。
【００８９】
　＜油滴の分散＞
　遠沈管に封入されている各試料液をスターラー（ＩＷＡＫＩ社製、ＳＬＯＷＳＴＩＲＲ
ＥＲ　ＢＳ５６Ｌ）を用いて１分間撹拌することで、油滴を分散媒に再分散させた。
【００９０】
　＜分散量の計測＞
　分散後の各試料液を遠沈管からマイクロシリンジで採取した後、蒸留水により３倍希釈
を行った。次いで、それら希釈液について分光光度計（日立Ｕ－２０００型）により、波
長６００ｎｍの吸光度を測定した。また、上記分散を行う前の試料液の吸光度についても
別途測定した。なお、吸光度の結果は、上記乳化液の調製から分散量の計測に至る一連の
操作を３回実施することで、平均値を算出した結果である。その結果を表５及び図６（ａ
）に示す。
【００９１】
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【表５】

　表５及び図６（ａ）の結果から明らかなように、分散時間１分に至る範囲では吸光度が
高まることが確認された。
【００９２】
　（実施例６）
　＜懸濁液Ｂ１～Ｂ４の調製＞
　粒子懸濁液２４０μＬと純水９６０μＬとをサンプルチューブに注入した後に混合する
ことで、粒子を０．５質量％含有した懸濁液Ｂ１を調製した。なお、上記粒子懸濁液は、
分散質として平均粒径０．５μｍのポリスチレンラテックス粒子を２．５質量％含むとと
もに、分散媒として水を含んでいる。
【００９３】
　また、純水５０ｍＬに対して０．３６６ｇの塩化ナトリウムを溶解した塩溶液を調製し
た後、同塩溶液９６０μＬと粒子懸濁液２４０μＬとから上記懸濁液Ｂ１と同様にして懸
濁液Ｂ２を調製した。懸濁液Ｂ２の塩濃度は１００ｍＭである。
【００９４】
　また、純水５０ｍＬに対して０．７３１ｇの塩化ナトリウムを溶解した塩溶液を調製し
た後、同塩溶液９６０μＬと粒子懸濁液２４０μＬとから上記懸濁液Ｂ１と同様にして懸
濁液Ｂ３を調製した。懸濁液Ｂ３の塩濃度は２００ｍＭである。
【００９５】
　また、純水５０ｍＬに対して１．４６３ｇの塩化ナトリウムを溶解した塩溶液を調製し
た後、同塩溶液９６０μＬと粒子懸濁液２４０μＬとから上記懸濁液Ｂ１と同様にして懸
濁液Ｂ４を調製した。懸濁液Ｂ４の塩濃度は４００ｍＭである。
【００９６】
　＜試料液Ｂ１～Ｂ４の調製＞
　サンプルチューブに封入されている懸濁液Ｂ１～Ｂ４を２０℃、１９６０×ｇ、５分間
の条件で遠心分離した後に、さらに２０℃、７８３０×ｇ、１０分間の条件で遠心分離す
ることで試料液Ｂ１～Ｂ４を調製した。なお、各試料液に含まれる粒子は、液底部で凝集
した状態であった。
【００９７】
　＜粒子の分散＞
　サンプルチューブに封入されている各試料液に１００Ｈｚの振動を、６０分間の条件で
印加することで、粒子を分散媒に再分散させた。振動の印加には、スピーカ（フォスター
電機株式会社製、ＧＹ－１）による正弦波の音波を用いた。
【００９８】
　＜分散量の計測＞
　分散後の各試料液をサンプルチューブからマイクロシリンジで採取した後、蒸留水によ
り４倍希釈を行った。次いで、それら希釈液について分光光度計（日立Ｕ－２０００型）
により、波長６００ｎｍの吸光度を測定した。この吸光度と上記分散を行う前の試料液の
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吸光度との吸光度差（ΔＡｂｓ）を算出した。なお、吸光度差（ΔＡｂｓ）の結果は、上
記懸濁液の調製から分散量の計測に至る一連の操作を３回実施することで、平均値を算出
した結果である。その結果を表６及び図６（ｂ）に示す。
【００９９】
【表６】

　表６及び図６（ｂ）の結果から明らかなように、塩濃度と吸光度差（ΔＡｂｓ）との相
関が確認された。上記結果から、塩濃度が高まるに伴って、凝集の度合いの高まった凝集
体が形成され易いことが示される。
【０１００】
　（実施例７－１）
　＜懸濁液Ｂ５及び試料液Ｂ５の調製＞
　懸濁液Ｂ５は、実施例６の懸濁液Ｂ１と同様に調製したものである。試料液Ｂ５は、実
施例６の試料液Ｂ１と同様にして調製したものである。
【０１０１】
　＜粒子の分散＞
　サンプルチューブに封入されている試料液に１００Ｈｚの振動を、２０分間の条件で印
加することで、粒子を分散媒に再分散させた。振動の印加には、スピーカ（フォスター電
機株式会社製、ＧＹ－１）による正弦波の音波を用いた。
【０１０２】
　＜分散量の計測＞
　分散後の試料液をサンプルチューブからマイクロシリンジで採取した後、蒸留水により
４倍希釈を行った。次いで、その希釈液について分光光度計（日立Ｕ－２０００型）によ
り、波長６００ｎｍの吸光度を測定した。また、上記分散を行う前の試料液の吸光度につ
いても別途測定した。なお、吸光度の結果は、上記懸濁液の調製から分散量の計測に至る
一連の操作を３回実施することで、平均値を算出した結果である。その結果を表７及び図
７（ａ）に示す。
【０１０３】
　（実施例７－２）
　実施例７－２においては、粒子の分散の条件を２０分から４０分に変更した以外は、実
施例７－１と同様にして分散量を計測した。その結果を表７及び図７（ａ）に示す。
【０１０４】
　（実施例７－３）
　実施例７－３においては、粒子の分散の条件を２０分から６０分に変更した以外は、実
施例７－１と同様にして分散量を計測した。その結果を表７及び図７（ａ）に示す。
【０１０５】
【表７】

　表７及び図７（ａ）の結果から明らかなように、分散時間の延長に伴って吸光度が高ま
ることが確認された。図７（ａ）を参照すると、分散時間と吸光度は分散時間が６０分に
至る範囲において正比例していることがわかる。従って、例えば線形近似により直線の傾
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きを求めることで、凝集の度合い及び分散液の安定性を評価できることがわかる。
【０１０６】
　（実施例８－１）
　＜懸濁液Ｂ６及び試料液Ｂ６の調製＞
　懸濁液Ｂ６は、実施例６の懸濁液Ｂ１と同様に調製したものである。試料液Ｂ６は、実
施例６の試料液Ｂ１と同様にして調製したものである。
【０１０７】
　＜粒子の分散＞
　サンプルチューブに封入されている試料液に対してボルテックスミキサーの回転振動を
１分間印加し、粒子を分散媒に再分散させた。
【０１０８】
　＜分散量の計測＞
　分散後の試料液をサンプルチューブからマイクロシリンジで採取した後、蒸留水により
３２倍希釈を行った。次いで、その希釈液について分光光度計（日立Ｕ－２０００型）に
より、波長６００ｎｍの吸光度を測定した。また、上記分散を行う前の試料液の吸光度に
ついても別途測定した。なお、吸光度の結果は、上記懸濁液の調製から分散量の計測に至
る一連の操作を３回実施することで、平均値を算出した結果である。その結果を表８及び
図７（ｂ）に示す。
【０１０９】
　（実施例８－２）
　実施例８－２においては、粒子の分散の条件を１分から２分に変更した以外は、実施例
８－１と同様にして分散量を計測した。その結果を表８及び図７（ｂ）に示す。
【０１１０】
【表８】

　表８及び図７（ｂ）の結果から明らかなように、分散時間の延長に伴って吸光度が高ま
ることが確認された。
【０１１１】
　（実施例９）
　＜懸濁液Ｂ７～Ｂ９及び懸濁液Ｂ１０～Ｂ１２の調製＞
　実施例９においては、実施例６と同じ粒子懸濁液を準備した。イオン交換水９６０μＬ
と粒子懸濁液６０μＬとをサンプルチューブに分注した後に混合した。さらにイオン交換
水を加えることにより全量を１２００μＬに合わせた。これにより得られた懸濁液Ｂ７の
粒子濃度は、０．１２５質量％である。
【０１１２】
　懸濁液Ｂ８は、粒子懸濁液の量を１２０μＬとした以外は、懸濁液Ｂ７と同様にして調
製した。懸濁液Ｂ８の粒子濃度は、０．２５質量％である。
　懸濁液Ｂ９は、粒子懸濁液の量を２４０μＬとした以外は、懸濁液Ｂ７と同様にして調
製した。懸濁液Ｂ９の粒子濃度は、０．５質量％である。
【０１１３】
　懸濁液Ｂ１０～Ｂ１２においては、純水５０ｍＬに対して塩化ナトリウム０．４３９ｇ
を溶解した塩溶液を調製した。同塩溶液９６０μＬと粒子懸濁液６０μＬとをサンプルチ
ューブに分注した後に混合した。さらにイオン交換水を加えることにより全量を１２００
μＬに合わせた。これにより得られた懸濁液Ｂ１０の粒子濃度は、０．１２５質量％であ
り、同懸濁液Ｂ１０の塩濃度は１２０ｍＭである。
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【０１１４】
　懸濁液Ｂ１１は、粒子懸濁液の量を１２０μＬとした以外は、懸濁液Ｂ１０と同様にし
て調製した。懸濁液Ｂ１１の粒子濃度は、０．２５質量％であり、同懸濁液Ｂ１１の塩濃
度は１２０ｍＭである。
【０１１５】
　懸濁液Ｂ１２は、粒子懸濁液の量を２４０μＬとした以外は、懸濁液Ｂ１０と同様にし
て調製した。懸濁液Ｂ１２の粒子濃度は、０．５質量％であり、懸濁液Ｂ１２の塩濃度は
１２０ｍＭである。
【０１１６】
　＜試料液Ｂ７～Ｂ９及び試料液Ｂ１０～Ｂ１２の調製＞
　試料液Ｂ７～Ｂ９は、上記懸濁液Ｂ７～Ｂ９から実施例６と同様に調製した。試料液Ｂ
１０～Ｂ１２は、上記懸濁液Ｂ１０～Ｂ１２から実施例６と同様に調製した。なお、各試
料液に含まれる粒子は、液底部で凝集した状態であった。
【０１１７】
　＜粒子の分散＞
　サンプルチューブに封入されている各試料液に対してボルテックスミキサーの回転振動
を２分間印加し、粒子を分散媒に再分散させた。
【０１１８】
　＜分散量の計測＞
　分散後の各試料液をサンプルチューブからマイクロシリンジで採取した後、蒸留水によ
り２０倍希釈を行った。次いで、それら希釈液について分光光度計（日立Ｕ－２０００型
）により、波長６００ｎｍの吸光度を測定した。また、上記各懸濁液の吸光度、及び上記
分散を行う前の各試料液の吸光度についても別途測定した。各懸濁液の吸光度については
、各懸濁液を蒸留水により６０倍希釈して測定し、その測定結果を３倍することで各懸濁
液の２０倍希釈に相当する吸光度を算出した。なお、吸光度の結果は、上記各懸濁液の調
製から分散量の計測に至る一連の操作を３回実施することで、平均値を算出した結果であ
る。その結果を表９に示す。
【０１１９】
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【表９】

　表９の“吸光度の換算値”欄には、各懸濁液の吸光度を“１”として各試料液の吸光度
を換算した換算値を示している。また表９の“再分散速度”欄には、吸光度の換算値から
分散時間１分間当たりにおける吸光度の増加量を示している。図８は、塩濃度と再分散速
度との関係を示している。図８に示されるように、塩濃度が０ｍＭの各試料液と、塩濃度
が１２０ｍＭの各試料液とにおいて、再分散速度の違いは明らかである。このように粒子
濃度が異なる分散液であっても、凝集体の凝集の度合いに基づいた指標を得ることができ
ることがわかる。
【０１２０】
　（実施例１０）
　＜乳化液Ｃ１の調製＞
　全脂粉乳１４．０ｇを６０℃の純水３００ｍＬに加え、ミキサーで２分間溶解して全脂
乳の水分散液を調製した。次に、乳化剤（理研ビタミン社製、商品名：ポエムＤＰ－９５
）０．２５ｇと乳化剤（理研ビタミン社製、商品名：ポエムＢＳ－２０）０．１５ｇを８
５℃の純水３００ｍＬに加え、ミキサーで３分間溶解して乳化剤液を調整した。上記水分
散液と乳化剤液との両者を混合したのち、純水で１０００ｍＬに調整し、さらにホモジナ
イザーで均質化処理を行い、乳化液Ｃ１を調整した。乳化液Ｃ１は、食品用の殺菌処理と
して、１２１℃、３０分の条件で加熱処理を行った後、室温で２４時間静置した。２４時
間静置後も乳化液Ｃ１の乳化状態は維持されていた。
【０１２１】
　＜試料液Ｃ１の調製＞
　サンプルチューブに１．２ｍＬ分取した乳化液Ｃ１を、２０℃、１４００００×ｇ、２
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０分間の条件で遠心分離することで試料液Ｃ１を調整した。なお、試料液Ｃ１に含まれる
油滴は、浮上するとともに液面付近で凝集した状態であった。
【０１２２】
　＜油滴の分散、及び分散量の計測＞
　図３に示される解析装置を用い、油滴の分散、及び分散量の計測を連続的に行った。す
なわち、正弦波振動を１００Ｈｚで１時間印加して油滴の分散を行いながら、波長６００
ｎｍの吸光度を連続的に測定した。その結果を図９に示す。
【０１２３】
　図９には、吸光度の経時変化が示されている。この結果から、凝集体の状態について、
分散時間の変化との関係を、定量的に解析することができる。また、図３に示される解析
装置では、油滴の分散と同時に、分散量を連続的に計測することが可能である。
【図面の簡単な説明】
【０１２４】
【図１】（ａ）は本実施形態の分散液を模式的に示す概略図、（ｂ）は分散質が浮上した
状態の試料液を模式的に示す概略図、（ｃ）は同試料液の分散段階及び計測段階を模式的
に示す概略図。
【図２】（ａ）は本実施形態の分散液を模式的に示す概略図、（ｂ）は分散質が沈降した
状態の試料液を模式的に示す概略図、（ｃ）は同試料液の分散段階及び計測段階を模式的
に示す概略図。
【図３】本実施形態の解析装置及び安定性評価装置の概略図。
【図４】（ａ）は、試料液Ａ１～Ａ３における塩濃度と吸光度差との関係を示すグラフ、
（ｂ）は、試料液Ａ４及びＡ５における分散時間と吸光度との関係を示すグラフ。
【図５】（ａ）は、試料液Ａ６及びＡ７における分散時間と吸光度との関係を示すグラフ
、（ｂ）は、試料液Ａ８及びＡ９における分散時間と吸光度との関係を示すグラフ。
【図６】（ａ）は、試料液Ａ１０及びＡ１１における分散時間と吸光度との関係を示すグ
ラフ、（ｂ）は、試料液Ｂ１～Ｂ４における塩濃度と吸光度差との関係を示すグラフ。
【図７】（ａ）は、試料液Ｂ５における分散時間と吸光度との関係を示すグラフ、（ｂ）
は、試料液Ｂ６における分散時間と吸光度との関係を示すグラフ。
【図８】塩濃度と再分散速度との関係を示すグラフ。
【図９】分散時間と吸光度との関係を示すグラフ。
【符号の説明】
【０１２５】
　１１…分散液、１２…分散媒、１３…分散質、１４…試料液、１５…凝集体、２１…ス
ピーカ、２２…分光光度計、２３…コンピュータ。
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